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資本： イノベーション政策の失敗(大学改革、DX、GX等)

➡資本ストックへの投資不足、潜在成長力低迷、
国際競争力低下

➡賃金、為替の低迷

労働： 人口政策の失敗(少子化対策およびグローバル人材活用)

➡全業種での人手不足、能力人材の不足、との認識が
重要

➡労働力不足による成長、税収等の低迷

労働市場の深刻な問題⇒労働市場に責任を持つ厚労省の中心課題

「失われた30年」における２つの失敗
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日本 ドイツ

（出所）総務省、世界銀行等

米国 英国 豪州 ニュージーランド
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2

日本以外は世界に開かれた労働市場

各国の人口動態の変化率
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0.9％ 1.8％ 2.4％

0.6％ 2.9％ 2.3％ 0.6％ 1.2％ 1.5％

0.3％ ▲0.9％ ▲0.3％ 1.4％ 0.6％ 0.8％

+6 ▲11 ▲4 +20 +6 +35

― ― +7 +31 ― ―

実績
1990～
2021年

シミュレーション（2022～2040年）

就業者数減少
トレンド継続

シナリオ

女性、高齢者
就業促進
シナリオ

労働生産性
上昇率横ばい

シナリオ

実績
1990～
2021年

米国
日本

英国

実績
1990～
2021年

就業者数増加率

就業者数増減数
（百万人）

「就業者数減少トレンド
継続シナリオ」との差分

（百万人）

実質経済成長率
（年平均）

2.0％
（目標）

労働生産性上昇率
＝

＋

<注釈>
• 就業者数減少トレンド継続シナリオ：各年齢・各性別の労働力率が、2021年の水準のまま横ばいで推移すると仮定。
• 女性、高齢者就業促進シナリオ：①30～59歳の女性労働力率が、2040年までに概ね2010年時点のスウェーデン並みの水準まで上昇

すること、
②高齢者の労働力率が、2040年までに、60～64歳について55～59歳と同じ水準まで上昇し、65歳以上についてもそれに見合って上
昇すること、③失業率が2025年までに1％程度改善することを仮定。

• 労働生産性上昇率横ばいシナリオ：労働生産性が過去（1990～2021年）平均並みで推移すると仮定。

（出所）内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」、国立社会保障・人口問題研究所、ＯＥＣＤ等

実質経済成長率2％の達成には、生産性改善と働く人の増加が不可欠

+24
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（基本的理念）

第三条
（略）

２ 労働者は、職務の内容及び職務に必要な能力、経験その他の職務遂行

上必要な事項（以下この項において「能力等」という。）の内容が明らかにさ

れ、並びにこれらに即した評価方法により能力等を公正に評価され、当該評

価に基づく処遇を受けることその他の適切な処遇を確保するための措置が

効果的に実施されることにより、その職業の安定が図られるように配慮される

ものとする。

5

「労働施策総合推進法」
（２０１８年施行 安倍内閣働き方改革の理念法）
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THE 世界大学ランキング ２０２３

出典：イギリス高等教育専門誌 「Times Higher Education (THE)」 発表 「The Times Higher Education World University Rankings 2023 （THE世界大学ランキング）」より

（世 界） （アジア・太平洋州） 2022年10月22日公開

順位 大学名 国
1 オックスフォード大学 英国
2 ハーバード大学 米国
3 ケンブリッジ大学 英国
3 スタンフォード大学 米国
5 マサチューセッツ工科大学 米国
6 カリフォルニア工科大学 米国
7 プリンストン大学 英国
8 カリフォルニア大学バークレー校 米国
9 イェール大学 米国

10 インペリアル・カレッジ・ロンドン 英国
11 コロンビア大学 米国
11 スイス連邦工科大学チューリッヒ校 スイス
13 シカゴ大学 米国
14 ペンシルバニア大学 米国
15 ジョンズホプキンス大学 米国
16 清華大学 中国
17 北京大学 中国
18 トロント大学 カナダ
19 シンガポール国立大学 シンガポール
20 コーネル大学 米港

10
100位未満アジア・太平洋州国 ：中国７校、オーストラリア７校、香港５校、韓国３校、日本２校、シンガポール２校

順位 大学名 国
16 清華大学 中国
17 北京大学 中国
19 シンガポール国立大学 シンガポール
31 香港大学 香港
34 メルボルン大学 オーストラリア
36 南洋理工大学 シンガポール
39 東京大学 日本
44 モナシュ大学 オーストラリア
45 香港中文大学 香港
51 復旦大学 中国
52 上海交通大学 中国
53 クイーンズランド大学 オーストラリア
54 シドニー大学 オーストラリア
56 ソウル大学 韓国
58 香港科技大学 香港
62 オーストラリア国立大学 オーストラリア
67 浙江大学 中国
68 京都大学 日本
71 ニューサウスウェールズ大学 オーストラリア
74 中国科学技術大学 中国
78 延世大学校ソウル校 韓国
79 香港理工大学 香港
88 アデレード大学 オーストラリア
91 韓国科学技術院 (KAIST) 韓国
95 南京大学 中国
99 香港城市大学 香港



開成高校からの海外大学進学状況 開成中学校・高等学校作成資料
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④ 文教・科学技術

（基本的考え方）

（略）
イノベーション創出の中核としての国立大学法人については、指定国立大学が先導して、世界の先

進大学並みの独立した、個性的かつ戦略的大学経営を可能とする大胆な改革を可及的速やかに断

行する。そのため、より高い教育・研究に向けた自由かつ公正な競争を担保するため、国は国立大

学との自律的契約関係を再定義し、真の自律的経営に相応しい法的枠組みの再検討を行う。その

際、現行の「国立大学法人評価」、「認証評価」及び「重点支援評価」に関し、廃止を含め抜本的な簡

素化を図り、教育・研究の成果について、中長期的努力の成果を含め厳正かつ客観的な評価に転

換する。また国は、各大学が学長、学部長等を必要な資質能力に関する客観基準により、法律に則

り意向投票によることなく選考の上、自らの裁量による経営を可能とするため、授業料、学生定員等

の弾力化等、新たな自主財源確保を可能とするなどの各種制度整備を早急に行う。また各大学は、

グローバル人材を糾合できる世界標準の能力・業績評価制度とそれに基づく柔軟な報酬体系を早

期に確立させる。あわせて、現代の世界において英語が共通言語化されている状況を踏まえ、真に

世界に伍していける大学実現に向け、日常的な英語による教育研究の早期実現を目指す。

（略）

【抜粋】「骨太の方針2019」（6月21日閣議決定）
「国⽴大学法人改革」関連記述
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